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金 額科 目金 額科 目

４，７０７，９７０

３４２，８００

５６，３８３

１１，７６０

３５７

１０７

４６，００３

３９，０５０

１，１００

３，８９６

３４，７３９

５，２４４，１６９

２４，６５８

７，８４７

７，８３５

１２

２６２，１４８

２４，６５８

２３７，４８９

９０６

２２７，８０５

８，７７８

△　　２，０５０

２９２，６０４

７７，２５８

６５

７７，３２３

３６９，９２８

（負　債　の　部）

預 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

債券貸借取引受入担保金

借 用 金

外 国 為 替

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

繰 延 税 金 負 債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

（純　資　産　の　部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評価・換算差額等合計

純 資 産 の 部 合 計

８５，６２８

１３３，１６２

２０，１１２

３６，０３５

５２，４４７

２，０６８，８８０

３，１５５，９０５

７０７

３７，５６５

４２，３５８

３９４

３４，７３９

△　５３，８４１

（資　産　の　部）

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

５，６１４，０９７負債及び純資産の部合計５，６１４，０９７資 産 の 部 合 計

中間貸借対照表（平成１９年９月３０日現在）
（単位：百万円）

株式会社�

仙台市青葉区中央三丁目３番２０号�

取締役頭取�鎌　田　　宏�

第 １２４ 期　中 間 決 算 公 告

平成１９年１２月２０日
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注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。

　３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会

社・子法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについて

は中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものにつ

いては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。

　　　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

　４．金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、運用目的の金銭の信託については時

価法、その他の金銭の信託については上記３．のうちのその他有価証券と同じ方法により行っておりま

す。

　５．デリバティブ取引の評価は、原則として時価法により行っております。

　６．有形固定資産の減価償却は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上してお

ります。

　　　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　建　　物　５年～３１年

　　　　動　　産　４年～２０年

　　　なお、平成１９年度税制改正に伴い、平成１９年４月１日以後に取得した有形固定資産（建物を除く）に

ついては、改正後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。これにより、経

常利益及び税引前中間純利益は、従来の方法によった場合に比べ５３百万円減少しております。

　　　また、同改正に伴い、当中間期より、平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産（建物を除く）

については、償却可能限度額に達した事業年度の翌事業年度以後、残存簿価を５年間で均等償却してお

ります。これにより、経常利益及び税引前中間純利益は、従来の方法によった場合に比べ４１百万円減少

しております。

　７．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。

　８．外貨建資産・負債については、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。

　９．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　　　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権及びそれと同等の状況に

ある債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る

可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める

額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸

倒実績率等に基づき計上しております。

　　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独

立した資産自己査定監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行って

おります。

　１０．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

　　　なお、数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。

　　　　数理計算上の差異　各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法

　　　　　　　　　　　により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理

　１１．役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金支給規定に基づく支

給見積額のうち、当中間期に帰属する額を計上しております。

　１２．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

　１３．金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、原則として繰延ヘッジによって

おります。ヘッジ取引は、個別ヘッジのほか、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上
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及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号。以下「業種別監査委員会報

告第２４号」という。）に基づき処理しております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相

殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一

定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定

するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価

をしております。

　　　このほか、ヘッジ会計の要件を充たしており、かつ想定元本、利息の受払条件及び契約期間が対象資

産とほぼ同一である金利スワップ等については、金利スワップの特例処理を行っております。

　１４．外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外

貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報

告第２５号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭

債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象で

ある外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認すること

によりヘッジの有効性を評価しております。

　１５．消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。た

だし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。

　１６．関係会社の株式総額　　　　　　　　　　９２　百万円

　１７．有形固定資産の減価償却累計額　　　６８，４２７　百万円

　１８．有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　　７，８７０　百万円

　１９．貸出金のうち、破綻先債権額は４，７６４百万円、延滞債権額は１０１，９９４百万円であります。

　　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により

元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却

を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政

令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じてい

る貸出金であります。

　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

　２０．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は６９７百万円であります。

　　　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している

貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

　２１．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４４，３５１百万円であります。

　　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先

債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

　２２．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１５１，８０８百万

円であります。

　　　なお、１９．から２２．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

　２３．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受

け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、そ

の額面金額は２６，７１８百万円であります。

　２４．担保に供している資産は次のとおりであります。

　　　　担保に供している資産

　　　　　有 価 証 券　　　　　　　　１２７，２３３　百万円

　　　　　その他資産　　　　　　　　　　１４２　百万円

　　　　担保資産に対応する債務

　　　　　預　　　金　　　　　　　　　　９，１２５　百万円

　　　　　債券貸借取引受入担保金　　　１１，７６０　百万円
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　　　上記のほか、為替決済取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券１３１，５３０百万円

を差し入れております。

　　　また、その他資産のうち保証金は６２百万円であります。

　２５．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する

当行の保証債務の額は１５，４１９百万円であります。

　２６．１株当たりの純資産額　　９７４　円　９６　銭

　２７．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」の

ほか、「買入金銭債権」中のその他買入金銭債権が含まれております。２８．についても同様であります。

　　　その他有価証券で時価のあるもの

　なお、上記の評価差額から繰延税金負債４５，５８８百万円を差し引いた額７０，４８３百万円が、「その他有

価証券評価差額金」に含まれております。

　当中間期において、その他有価証券で時価のある株式について８２百万円減損処理を行っております。

　売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるものについて、時価が５０％以上下落した銘柄に

ついてはすべて、また、これ以外で、時価が３０％以上下落した銘柄については、過去の一定期間の下

落率を勘案し、価格回復の可能性の認められないものについて、それぞれ減損処理を行っております。

　２８．時価評価されていない有価証券のうち、主なものの内容と中間貸借対照表計上額は、次のとおりであ

ります。

　２９．金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。

　なお、上記の評価差額から繰延税金負債４，５９２百万円を差し引いた額６，７７４百万円が、「その他有価

証券評価差額金」に含まれております。

　３０．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた

場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約

評価差額
（百万円）

中間貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

１２３，１５１１８８，６１５６５，４６４株式

△　１１，１４２１，６３７，４０７１，６４８，５４９債券

△　１０，９５４１，０４０，４６１１，０５１，４１５　国債

△　　　１８１９２，９２３９３，１０５　地方債

△　　　　６５０４，０２１５０４，０２８　社債

４，０６３２２４，４８９２２０，４２６その他

１１６，０７２２，０５０，５１２１，９３４，４４０合　計

中間貸借対照表計上額
（百万円）内　　容

２，８６７
満期保有目的の債券
　貸付債権信託受益権

９２
子会社・子法人等株式
　子会社・子法人等株式

２，５８４
１５，４８９
２０１

その他有価証券
　非上場株式
　公募債以外の内国非上場債券
　投資事業組合出資金

評価差額
（百万円）

中間貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

１１，３６７３１，５０５２０，１３８その他の金銭の信託
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する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１，３６９，１９０百万円であります。このうち

原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが１，３３７，４７０百万円あります。

　　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの

が必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多く

には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた

融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時に

おいて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内

手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

　３１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。

繰延税金資産

　貸倒引当金損金算入限度額超過額　　　　　２０，５２０　百万円

　退職給付引当金損金算入限度額超過額　　　１５，７７６

　減価償却超過額　　　　　　　　　　　　　８，０８２

　有価証券償却否認　　　　　　　　　　　　２，４２９

　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　３，２０８

繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　５０，０１８

評価性引当額　　　　　　　　　　　　　△　３，０７５

繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　４６，９４２

繰延税金負債

　固定資産圧縮積立金　　　　　　　　　△　　６１４

　その他有価証券評価差額金　　　　　　△　５０，１８０

　その他　　　　　　　　　　　　　　　△　　　４４

繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　△　５０，８３８

繰延税金負債の純額　　　　　　　　　　　　３，８９６　百万円

　３２．「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号）及び「金融商品会計に関する実務指針」（日本

公認会計士協会会計制度委員会報告第１４号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され

（平成１９年６月１５日付及び同７月４日付）、金融商品取引法の施行日以後に終了する事業年度及び中間

会計期間から適用されることになったことに伴い、当中間期から改正会計基準及び実務指針を適用して

おります。

　３３．銀行法施行規則第１９条の２第１項第３号ロ（１０）に規定する単体自己資本比率（国内基準）１３．１０％
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金 額科 目

５７，５５８　経 常 収 益

４６，９０４　資 金 運 用 収 益
（　　３１，０３５）（う ち 貸 出 金 利 息）
（　　１５，３１８）（うち有価証券利息配当金）

８，３６５　役 務 取 引 等 収 益
１８５　そ の 他 業 務 収 益

２，１０３　そ の 他 経 常 収 益
４７，９２２　経 常 費 用

７，７７４　資 金 調 達 費 用
（　　　５，２１９）（う ち 預 金 利 息）

２，８２９　役 務 取 引 等 費 用
１，２６７　そ の 他 業 務 費 用
３０，９６４　営 業 経 費
５，０８６　そ の 他 経 常 費 用

９，６３６　経 常 利 益

１８　特 別 利 益

１８５　特 別 損 失

９，４６９　税 引 前 中 間 純 利 益

３，７７６　法人税、住民税及び事業税

△　　　３４８　法 人 税 等 調 整 額

６，０４０　中 間 純 利 益

注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　２．１株当たり中間純利益金額　１５　円　９１　銭
　３．「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額４，０８０百万円及び債権売却損８４４百万円を含んでおります。

（単位：百万円）

中間損益計算書（　　　　　　　　　　）平成１９年４月１日から
平成１９年９月３０日まで
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金 額科 目金 額科 目

４，７０６，０３２

３４１，２００

５６，３８３

１１，７６０

１６，２９４

１０７

５７，８４７

３９，４８３

１，１７２

３，９４６

３４，７３９

５，２６８，９６８

２４，６５８

７，８４７

２６３，２３３

△　　２，０２４

２９３，７１５

７７，２６２

６５

７７，３２７

８，８５６

３７９，８９９

（負　債　の　部）

預 金

譲 渡 性 預 金

コールマネー及び売渡手形

債券貸借取引受入担保金

借 用 金

外 国 為 替

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

繰 延 税 金 負 債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

（純　資　産　の　部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評価・換算差額等合計

少 数 株 主 持 分

純 資 産 の 部 合 計

８５，７２０

１３３，１６２

２０，１１２

３６，０３５

５２，４４７

２，０７６，９４６

３，１４０，６６３

７０７

４９，９０１

７２，７９３

３，１９９

２，８６６

３４，７３９

△　６０，４２９

（資　産　の　部）

現 金 預 け 金

コールローン及び買入手形

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

５，６４８，８６７負債及び純資産の部合計５，６４８，８６７資 産 の 部 合 計

中間連結貸借対照表（平成１９年９月３０日現在）
（単位：百万円）

株式会社�

仙台市青葉区中央三丁目３番２０号�

取締役頭取�鎌　田　　宏�

第 １２４ 期　中 間 決 算 公 告

平成１９年１２月２０日
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中間連結財務諸表の作成方針

　
１．連結の範囲に関する事項

�　連結される子会社及び子法人等　　　７社

　　連結される子会社名
　　　七十七ビジネスサービス株式会社
　　　七十七スタッフサービス株式会社
　　　七十七事務代行株式会社
　　連結される子法人等名
　　　七十七リース株式会社
　　　七十七信用保証株式会社
　　　七十七コンピューターサービス株式会社
　　　株式会社七十七カード

�　非連結の子会社及び子法人等
　　該当ありません。

２．持分法の適用に関する事項

�　持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等
　　該当ありません。

�　持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等
　　該当ありません。

３．連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項

連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。
　９月末日　　　　７社
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注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。

　３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他

有価証券のうち時価のあるものについては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移

動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っ

ております。

　　　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

　４．金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、運用目的の金銭の信託については時

価法、その他の金銭の信託については上記３．のうちのその他有価証券と同じ方法により行っております。

　５．デリバティブ取引の評価は、原則として時価法により行っております。

　６．当行の有形固定資産の減価償却は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上

しております。

　　　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　建　　物　５年～３１年

　　　　動　　産　４年～２０年

　　　連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、主として定率法により償却しております。

なお、リース資産については、リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の処分見積価額を残存価

額とする定額法により償却しております。

　　　なお、当行並びに連結される子会社及び子法人等は、平成１９年度税制改正に伴い、平成１９年４月１日

以後に取得した有形固定資産（当行の建物及びリース資産を除く）については、改正後の法人税法に基

づく償却方法により減価償却費を計上しております。これにより、経常利益及び税金等調整前中間純利

益は、従来の方法によった場合に比べ５３百万円減少しております。

　　　また、同改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産（当

行の建物及びリース資産を除く）については、償却可能限度額に達した連結会計年度の翌連結会計年度

以後、残存簿価を５年間で均等償却しております。これにより、経常利益及び税金等調整前中間純利益

は、従来の方法によった場合に比べ４２百万円減少しております。

　７．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、連結される子会社及び子法人等

が自社利用しているソフトウェアについては、各社で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却して

おります。また、リース資産については、リース期間を償却年数とする定額法により償却しております。

　８．外貨建資産・負債については、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

　９．当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　　　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権及びそれと同等の状況に

ある債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る

可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める

額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸

倒実績率等に基づき計上しております。

　　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独

立した資産自己査定監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行って

おります。

　　　連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金については、自己査定結果に基づき、一般債権について

は過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。

　１０．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しており

ます。
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　　　なお、数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。

　　　　数理計算上の差異　各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）

　　　　　　　　　　　による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

　１１．役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金支給規定に基づく支

給見積額のうち、当中間連結会計期間に帰属する額を計上しております。

　１２．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

　１３．当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、原則として繰延ヘッジに

よっております。ヘッジ取引は、個別ヘッジのほか、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する

会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号。以下「業種別監査委

員会報告第２４号」という。）に基づき処理しております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変

動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引

等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フロー

を固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性

の評価をしております。

　　　このほか、ヘッジ会計の要件を充たしており、かつ想定元本、利息の受払条件及び契約期間が対象資

産とほぼ同一である金利スワップ等については、金利スワップの特例処理を行っております。

　１４．当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお

ける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委

員会報告第２５号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨

建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ

対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認す

ることによりヘッジの有効性を評価しております。

　１５．消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。た

だし、当行の有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間連結会計期間の費用に計上しております。

　１６．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　１１７，８０８　百万円

　１７．有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　　　　　　　　７，８７０　百万円

　１８．貸出金のうち、破綻先債権額は５，６３７百万円、延滞債権額は１０４，２３７百万円であります。

　　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により

元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却

を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政

令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じてい

る貸出金であります。

　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

　１９．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は６９７百万円であります。

　　　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している

貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

　２０．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４４，３８９百万円であります。

　　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先

債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

　２１．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１５４，９６２百万

円であります。

　　　なお、１８．から２１．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

　２２．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受

け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、そ
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の額面金額は２６，７１８百万円であります。

　２３．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

　有 価 証 券　　　　　　　　１２７，２３３　百万円

　その他資産　　　　　　　　　　１４２　百万円

担保資産に対応する債務

　預　　　金　　　　　　　　　９，１２５　百万円

　債券貸借取引受入担保金　　　１１，７６０　百万円

　　　上記のほか、為替決済取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券１３１，５３０百万円

を差し入れております。

　　　また、その他資産のうち保証金は８５百万円であります。

　２４．借用金には、未経過リース期間に係るリース契約債権４，１０９百万円を担保に供している借入金２，８８９百

万円が含まれているほか、未経過リース期間に係るリース契約債権１３，３７１百万円を担保に提供する債権

譲渡予約を行っている借入金１１，１４３百万円が含まれております。

　　　また、借用金には、リース契約債権の債権流動化による債務８０５百万円が含まれております。なお、

これにより譲渡したリース契約債権の当中間連結会計期間末残高は９７１百万円であります。

　２５．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する

当行の保証債務の額は１５，４１９百万円であります。

　２６．１株当たりの純資産額　　９７７　円　９０　銭

　２７．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」の

ほか、「買入金銭債権」中のその他買入金銭債権が含まれております。２８．についても同様であります。

　　　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　　

　　

　　　その他有価証券で時価のあるもの

　なお、上記の評価差額から繰延税金負債４５，６１１百万円を差し引いた額７０，５１７百万円のうち少数株主

持分相当額２９百万円を控除した額７０，４８７百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれております。

　当連結中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について８５百万円減損処理を行っ

ております。

　売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるものについて、時価が５０％以上下落した銘柄に

ついてはすべて、また、これ以外で、時価が３０％以上下落した銘柄については、過去の一定期間の下

落率を勘案し、価格回復の可能性の認められないものについて、それぞれ減損処理を行っております。

 

差　額
（百万円）

時　価
（百万円）

中間連結貸借対照表計上額
（百万円）

△　　　１３７，９９７８，０１０国債

評価差額
（百万円）

中間連結貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

１２３，２０８１８８，７１６６５，５０８株式

△　１１，１４２１，６３７，４０７１，６４８，５４９債券

△　１０，９５４１，０４０，４６１１，０５１，４１５　国債

△　　　１８１９２，９２３９３，１０５　地方債

△　　　　６５０４，０２１５０４，０２８　社債

４，０６３２２４，４８９２２０，４２６その他

１１６，１２９２，０５０，６１３１，９３４，４８４合　計
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　２８．時価評価されていない有価証券のうち、主なものの内容と中間連結貸借対照表計上額は、次のとおり

であります。

　２９．金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。

　なお、上記の評価差額から繰延税金負債４，５９２百万円を差し引いた額６，７７４百万円が、「その他有価

証券評価差額金」に含まれております。

　３０．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた

場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約

する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１，４４４，９１５百万円であります。このうち

原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが１，４１３，１９６百万円あります。

　　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの

が必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるもの

ではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由がある

ときは、当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額

の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動

産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧

客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

　３１．「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号）及び「金融商品会計に関する実務指針」（日本

公認会計士協会会計制度委員会報告第１４号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され

（平成１９年６月１５日付及び同７月４日付）、金融商品取引法の施行日以後に終了する連結会計年度及び

中間連結会計期間から適用されることになったことに伴い、当中間連結会計期間から改正会計基準及び

実務指針を適用しております。

　３２．銀行法施行規則第１７条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準）１３．３１％

評価差額
（百万円）

中間連結貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

１１，３６７３１，５０５２０，１３８その他の金銭の信託

中間連結貸借対照表計上額
（百万円）内　　容

２，８６７
満期保有目的の債券
　貸付債権信託受益権

２，６３１
１５，４８９
２０１

その他有価証券
　非上場株式
　公募債以外の内国非上場債券
　投資事業組合出資金
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注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　２．１株当たり中間純利益金額　１５　円　９３　銭
　３．「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額５，３０４百万円及び債権売却損８４４百万円を含んでおります。

金 額科 目

６７，０５７　経 常 収 益

４７，２７２　資 金 運 用 収 益
（　　３１，３７９）（う ち 貸 出 金 利 息）
（　　１５，３４１）（うち有価証券利息配当金）

８，８０３　役 務 取 引 等 収 益
８，９６３　そ の 他 業 務 収 益
２，０１７　そ の 他 経 常 収 益

５７，３８７　経 常 費 用

７，８６７　資 金 調 達 費 用
（　　　５，２１７）（う ち 預 金 利 息）

２，５５０　役 務 取 引 等 費 用
８，８７６　そ の 他 業 務 費 用
３１，６５８　営 業 経 費
６，４３４　そ の 他 経 常 費 用

９，６７０　経 常 利 益

２１　特 別 利 益

１８５　特 別 損 失

９，５０６　税金等調整前中間純利益

４，２８３　法人税、住民税及び事業税

△　　　８０３　法 人 税 等 調 整 額

１９　少 数 株 主 損 失

６，０４５　中 間 純 利 益

（単位：百万円）

中間連結損益計算書（　　　　　　　　　　）平成１９年４月１日から
平成１９年９月３０日まで
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